
市町村の取り組み：全国調査市町村の取り組み：全国調査
から（中間集計速報）から（中間集計速報）

青木栄一（青木栄一（国立教育政策研究所・研究員国立教育政策研究所・研究員））

＊本＊本報告中、意見にわたる部分は報告者の個人的なものであり、所属報告中、意見にわたる部分は報告者の個人的なものであり、所属機機
関の公式見解関の公式見解とは一切関係がないとは一切関係がない



調査の概要調査の概要

■調査名

市区町村の学力向上施策に関する調査
■調査内容

市区町村の学力向上施策の導入・実施状況
■調査対象
全国市区町村教育委員会事務局（政令指定都市を除く）：全2949委員会
■実施期間
2004年11月～
■回答状況
569委員会（ネット） ＊他に郵送と合わせて、現段階でおよそ４割から回答

以下の報告では、昨年度の調査と同様に、調査名が同じでも学年をまたぎ同時
に科目も異なる場合には別の調査として、調査数をカウントしている。例：平成１
６年度に小３・４年に国語・算数、小５・６に算数・理科を調査した場合には、それ
ぞれ別調査とする。



学力調査学力調査

市区で３６％が実施市区で３６％が実施

町村で２５％が実施町村で２５％が実施

平成１２年度以降平成１２年度以降

国・府県が実施する調国・府県が実施する調
査を除く査を除く

自治体全域を対象自治体全域を対象

町村,

25%

75%

市区,

36%

64%

実施した 実施していない



実施概要実施概要

ほとんどが悉皆調査ほとんどが悉皆調査

６割が平成１６年度実６割が平成１６年度実
施、３割が平成１５年度施、３割が平成１５年度
実施実施

問題作成は９割近くが問題作成は９割近くが
コンサルタント・業者コンサルタント・業者

分析は７割強がコンサ分析は７割強がコンサ
ルタント・業者ルタント・業者

90%

7%
3%

悉皆 標本 無回答



実施教科（小１・２、小３・４）実施教科（小１・２、小３・４）
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実施教科（小５・６、中）実施教科（小５・６、中）
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データの取り扱い・公表データの取り扱い・公表

マスコミ等への公表：７割近くが非公表マスコミ等への公表：７割近くが非公表

学校への情報提供：２割が自治体の平均点、学校への情報提供：２割が自治体の平均点、
２割強が各学校の平均点、２割弱は児童生２割強が各学校の平均点、２割弱は児童生
徒個人の成績（他校含む）を提供徒個人の成績（他校含む）を提供

児童生徒への情報提供：本人の成績が６割児童生徒への情報提供：本人の成績が６割
弱、２割強は非公表弱、２割強は非公表



調査の困難な点調査の困難な点
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実施に当たり、学校の理解を得ることが難しかった

調査に当たり、時間的制約を感じた

調査に当たり、予算の制約を感じた

公表方法に関して学校との調整が難しかった

設定通過率の決定が難しかった

分析に際して、統計的スキルをもつ職員が不足していた

問題作成に関わる専門的知識を持つ職員が不足していた

記述式問題の解答例の作成が困難だった

作問に際して、自らの自治体の過去の調査を参考にした

作問に際して、他自治体の学力調査を参考にした

作問に際して、観点別評価との関わりに配慮した

あてはまる＋ややあてはまる あまりあてはまらない＋あてはまらない 無回答



学力調査未実施の要因学力調査未実施の要因
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教育改革・学力向上教育改革・学力向上スタッフスタッフ

町村, 5%

95%

市区, 8%

92%

設置している 設置していない

市区８％設置市区８％設置

町村５％設置町村５％設置

ほとんどが１、ほとんどが１、
２人２人

職位別でみる職位別でみる
と課長級が最と課長級が最
も多いも多い



非常勤講師非常勤講師

市区の６６％雇用市区の６６％雇用

町村の５２％雇用町村の５２％雇用

ＡＬＴ、少人数教育、ＡＬＴ、少人数教育、
少人数学級編制の少人数学級編制の
順に多い順に多い

平成１５年度から１平成１５年度から１
６年度にかけて雇６年度にかけて雇
用委員回数は増加

町村, 52%48%

市区, 66%

34%

雇用した 雇用していない用委員回数は増加



検討委員会検討委員会

市区の２９％設置・検討市区の２９％設置・検討

町村の２０％設置・検討町村の２０％設置・検討

教委の諮問４割超、教教委の諮問４割超、教
委事務局内部設置４割委事務局内部設置４割
弱弱

主として教職員から構主として教職員から構
成され、教育行政関係成され、教育行政関係
者以外があまり含まれ者以外があまり含まれ
ない

町村,

20%

80%

市区,

29%
71%

設置、検討中 設置していないない
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副教本副教本

町村, 21%

79%

市区, 53%

47%

作成した 作成していない

市区の５３％が作成市区の５３％が作成

町村の２１％が作成町村の２１％が作成

作成教科は小３、４の社作成教科は小３、４の社
会が目立つ（それぞれ１会が目立つ（それぞれ１
１３、８１の委員会が作１３、８１の委員会が作
成：１６年度）成：１６年度）

その他の教科のほとんその他の教科のほとん
どは一桁の委員会しかどは一桁の委員会しか
作成していない作成していない



補習補習

自治体とし自治体とし
て補習を事て補習を事
業化してい業化してい
ない

99%

町村, 1%

市区, 3%

97%

実施した 実施していない

ない



まとめ（１：自治体局面）まとめ（１：自治体局面）

フロントランナーの誕生フロントランナーの誕生

調査対象７政策について（７：１自治体、６：３調査対象７政策について（７：１自治体、６：３
自治体、５：１７自治体、４：４２自治体、３：８７自治体、５：１７自治体、４：４２自治体、３：８７
自治体、２：１３３自治体、１：１４２自治体、０：自治体、２：１３３自治体、１：１４２自治体、０：
１４４自治体）１４４自治体）

教育委員会と学校の関係の変容教育委員会と学校の関係の変容

学力調査の意味（独自政策の検証のツール、学力調査の意味（独自政策の検証のツール、
または世論に押されてやむなく実施）または世論に押されてやむなく実施）



まとめ（２：水平的政府間関係）まとめ（２：水平的政府間関係）

フロントランナーから他の自治体へ政策波及フロントランナーから他の自治体へ政策波及

採用政策の類似とメニュー化採用政策の類似とメニュー化

政策の進化政策の進化

広域行政による対応広域行政による対応



まとめ（３：垂直的政府間関係）まとめ（３：垂直的政府間関係）

自治体独自政策の国への反映自治体独自政策の国への反映

都道府県と市町村の関係都道府県と市町村の関係



今後の課題今後の課題

継続的な調査研究の実施継続的な調査研究の実施

社会経済的要因、政治行政要因からの分析社会経済的要因、政治行政要因からの分析

（政策導入の要因分析）（政策導入の要因分析）


	市町村の取り組み：全国調査から（中間集計速報）
	調査の概要
	学力調査
	実施概要
	実施教科（小１・２、小３・４）
	実施教科（小５・６、中）
	データの取り扱い・公表
	調査の困難な点
	学力調査未実施の要因
	教育改革・学力向上スタッフ
	非常勤講師
	検討委員会
	副教本
	補習
	まとめ（１：自治体局面）
	まとめ（２：水平的政府間関係）
	まとめ（３：垂直的政府間関係）
	今後の課題

